
内
閣
衆
質
一
六
四
第
三
七
六
号

平
成
十
八
年
六
月
二
十
二
日

内
閣
総
理
大
臣

小

泉

純

一

郎

衆

議

院

議

長

河

野

洋

平

殿

衆
議
院
議
員
高
井
美
穂
君
提
出
改
正
耐
震
改
修
促
進
法
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。

平
成
十
八
年
六
月
二
十
二
日
受
領

答

弁

第

三

七

六

号



衆
議
院
議
員
高
井
美
穂
君
提
出
改
正
耐
震
改
修
促
進
法
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

地
域
住
宅
交
付
金
は
、
地
域
に
お
け
る
多
様
な
需
要
に
応
じ
た
公
的
賃
貸
住
宅
等
の
整
備
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平

成
十
七
年
法
律
第
七
十
九
号
。
以
下
「
地
域
住
宅
特
別
措
置
法
」
と
い
う
。
）
第
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
地
方
公
共

団
体
の
作
成
す
る
地
域
住
宅
計
画
に
基
づ
く
事
業
等
の
実
施
に
要
す
る
経
費
に
充
て
る
た
め
、
予
算
の
範
囲
内
で
交
付
す
る

こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
。

地
域
に
お
け
る
住
宅
に
対
す
る
需
要
に
応
じ
、
地
方
公
共
団
体
が
被
災
者
の
住
宅
再
建
へ
の
支
援
と
し
て
必
要
で
あ
る
と

判
断
し
、
当
該
住
宅
再
建
に
係
る
事
業
が
地
域
住
宅
特
別
措
置
法
第
六
条
第
二
項
第
二
号
又
は
第
三
号
の
事
業
に
該
当
す
る

場
合
に
は
、
地
域
住
宅
特
別
措
置
法
に
基
づ
い
て
地
域
住
宅
交
付
金
を
被
災
者
の
住
宅
再
建
へ
の
支
援
に
活
用
す
る
こ
と
は

可
能
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

地
域
住
宅
交
付
金
の
額
に
つ
い
て
は
、
「
地
域
住
宅
交
付
金
交
付
要
綱
」
（
平
成
十
七
年
三
月
二
十
三
日
付
け
国
住
備
第

九
十
九
号
）
に
お
い
て
、
地
域
住
宅
計
画
に
基
づ
き
地
方
公
共
団
体
が
行
う
事
業
等
に
要
す
る
費
用
の
額
を
基
に
一
定
の
算

定
式
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
が
限
度
と
さ
れ
て
お
り
、
具
体
的
に
は
、
当
該
事
業
等
に
要
す
る
費
用
の
お
お
む
ね
四
十
五
パ

一



ー
セ
ン
ト
と
な
っ
て
い
る
。

ま
ち
づ
く
り
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
二
十
二
号
）
第
四
十
七
条
第
二
項
の

規
定
に
よ
り
、
市
町
村
の
作
成
す
る
都
市
再
生
整
備
計
画
に
基
づ
く
事
業
等
の
実
施
に
要
す
る
経
費
に
充
て
る
た
め
、
予
算

の
範
囲
内
で
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
。

都
市
の
再
生
を
図
る
た
め
、
市
町
村
が
被
災
者
の
住
宅
再
建
へ
の
支
援
と
し
て
必
要
で
あ
る
と
判
断
し
、
当
該
住
宅
再
建

に
係
る
事
業
が
都
市
再
生
特
別
措
置
法
第
四
十
六
条
第
二
項
第
三
号
又
は
第
四
号
の
事
業
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
都
市
再

生
特
別
措
置
法
に
基
づ
い
て
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
を
被
災
者
の
住
宅
再
建
へ
の
支
援
に
活
用
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
と
考

え
て
い
る
。

ま
ち
づ
く
り
交
付
金
の
額
に
つ
い
て
は
、
「
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
交
付
要
綱
」
（
平
成
十
六
年
四
月
十
四
日
付
け
国
都
事

第
一
号
、
国
道
企
第
六
号
及
び
国
住
市
第
二
十
五
号
）
に
お
い
て
、
都
市
再
生
整
備
計
画
に
基
づ
き
市
町
村
が
行
う
事
業
等

に
要
す
る
費
用
の
額
を
基
に
一
定
の
算
定
式
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
が
限
度
と
さ
れ
て
お
り
、
具
体
的
に
は
、
当
該
事
業
等

に
要
す
る
費
用
の
お
お
む
ね
四
十
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
て
い
る
。

二
に
つ
い
て

二



一
に
つ
い
て
で
述
べ
た
と
お
り
、
地
方
公
共
団
体
が
被
災
者
の
住
宅
再
建
へ
の
支
援
と
し
て
必
要
で
あ
る
と
判
断
し
、
当

該
住
宅
再
建
に
係
る
事
業
が
地
域
住
宅
特
別
措
置
法
第
六
条
第
二
項
第
二
号
若
し
く
は
第
三
号
又
は
都
市
再
生
特
別
措
置
法

第
四
十
六
条
第
二
項
第
三
号
若
し
く
は
第
四
号
の
事
業
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
地
域
住
宅
交
付
金
又
は
ま
ち
づ
く
り
交
付

金
を
被
災
者
の
住
宅
再
建
へ
の
支
援
に
活
用
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
地
方
公
共
団
体
の
判
断
に
よ
り
被

災
者
の
住
宅
再
建
の
支
援
方
法
が
異
な
る
場
合
が
あ
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

三


